
〔所管省庁名：　総務省〕

【事務・事業名】 独立行政法人　情報通信研究機構

１．根拠法令 独立行政法人情報通信研究機構法（平成11年法律第162号）

２．実施主体 独立行政法人情報通信研究機構

３．従事者数 486名（平成16年度末）

４．予算額 604億円（平成17年度予算）

５．事務・事業の
　　内容

　高度情報通信社会を支える情報通信技術の研究開発を基礎から応用まで
一貫した統合的な視点で行い、併せて情報通信分野の事業支援等を総合的
に行うこと。

６．民間開放の
　　状況

　民間で行うことが適当なものについては、民間に委託している。

７．当該事務事業
　　を廃止した場合
　　の影響

○　情報通信分野は我が国の国際競争力の源泉であるとの認識の下、現行の
科学技術基本計画（平成１３年３月閣議決定）において、重点的に研究開発資源
を配分すべき分野として位置付けられているほか、政府のＩＴ戦略本部（本部長：
内閣総理大臣）にて決定されたe-Japan戦略Ⅱ（平成15年7月）やe-Japan重点計
画2004（平成16年6月）等に基づき取組を進めているところである。欧米等の諸外
国においても、情報通信分野を戦略的分野ととらえ、国による研究開発予算を積
極的に確保して研発開発を推進している。
○　情報通信研究機構（以下「機構」という。）は、このような情報通信技術の研究
開発について、国の情報通信政策との密接な連携の下で次世代の基盤技術に
係る研究開発業務を進めてきており、その業務を通じて政策目的に即した具体
的な研究開発計画の策定をはじめ基礎的・基盤的研究開発に関する高い知見及
び人材を有している。
　　これに対し、民間における研究開発活動は、新しい製品やサービスの導入に
向けた開発研究など、短期的に収益に結びつく研究開発が中心であり、基礎的・
基盤的研究開発を安定的・継続的に行う体制とはなっていない。
　　したがって、情報通信技術の研究開発に係る政策目的を達成するためには、
これまで機構が培ってきた基礎的・基盤的研究に係る知見や人材を活用すること
が必要であると考えている。
○　このような状況の下、機構の研究開発業務を廃止した場合、我が国の情報
通信政策を達成するための情報通信技術に係る研究開発業務の停滞を招くこと
になる。
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８．更なる民間開放
　　についての見解

　今後とも民間で行うことが適当なものについては、民間に委託していく。

※別紙においてご説明される場合は「別紙参照」とご記入ください。



〔所管省庁名：　総務省〕

【事務・事業名】 独立行政法人　情報通信研究機構

官業民営化等ＷＧ・市場化テストＷＧ　合同ヒアリング調査票

○ 機構が実施している研究開発業務の中長期的視野から政策上達成すべき目
標については、総務大臣が作成する中期目標の形で示されている。
　　ただし、中期目標を達成するための具体的研究計画の策定については、機構
が検討・決定し、自らが定める中期計画及び年度計画において具体化されてい
る。
　　機構は、これまで国の情報通信政策との密接な連携の下で次世代の基盤技
術に係る研究開発業務を進めてきており、その業務を通じて政策目的に即した具
体的な研究開発計画の策定をはじめ基礎的・基盤的研究開発に関する高い知見
及び人材を有している。
○　これに対し、民間における研究開発活動は、新しい製品やサービスの導入に
向けた開発研究など、短期的に収益に結びつく研究開発が中心であり、基礎的・
基盤的研究開発を安定的・継続的に行う体制とはなっていない。
　　したがって、情報通信技術の研究開発に係る政策目的を達成するためには、
これまで機構が培ってきた基礎的・基盤的研究に係る知見や人材を活用すること
が必要であると考えている。

別紙参照

※別紙においてご説明される場合は「別紙参照」とご記入ください。

９．個別の質問項目

①情報通信研究機構が実施している研究開発業務のテーマ設定等の企画は、総務省において立案さ
れていると理解しているが、かかる企画に基づく研究開発を、総務省が情報通信研究機構以外の者
（民間研究機関等）に委託することも可能と考えるが、貴省の見解を伺いたい。

③情報通信研究機構が行う事務・事業については、市場化テストによる効率化になじむものと考える
が、貴省の見解を伺いたい。

　　　　　　　　　　　　　　①で述べた理由により、機構が行う業務については、市場化テストによる効率
　　　　　　　　　　　　　　化になじまないものと考える。

②情報通信研究機構が実施している研究開発業務について、民間に委託している例があると理解して
いるが、当該委託の方針（委託テーマの選定等）、委託先の選定基準等、委託に関する業務の流れに
ついてご教示願いたい。


